
























































































































































































































































































































税　関 公共 金融サ サブラ 合　　計
手続き 調達 一ビス イサイh効果脚 平均値 分　　布
相対的変化（％）
GDP 0．4 0．5 1．5 2．1 4．5 （3．2－5．7）
消費者物価 一1．0 一1．4 一1，4 一2．3 一6．1 （一4．5～一7．7＞
絶対的変化
雇用（1000入） 200 350 400 850 1，800（1β00～2β00》
財政収支（GDPの％ポ
Cント）
0．2 0．3 1．1 0．6 2．2 （1．5－3．0）
対外バランス．
iGDPの％ポイント〉 0．2 0．1
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図7　EU委員会によるEMUの効用チャート
（勝悦子『円・ドル・マルクの経済学』東洋経済新報社より）
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の効用チャートが予測通りの効果を発揮するならば，チェッキー二・モ
デルによるミクロ的経済効果とマクロ的経済効果の理論図式は強化され
ることになるが，この場合，W．オイケンの社会的市場経済とJ．モネー
の指示的経済計画の新展開としてチェッキ一二・モデルとEU委員会に
よるEMU効用モデルの融合が必要とされる。
　また図7にみられる規律ある予算，財政政策の協調，公共部門の効率
化の経済政策の実践によって，国および地域間の格差是正を実現させる
には，非市場経済活動の新しいシステム化と市場経済活動の融合，そし
て非市場経済活動の新しいシステム化における新しい調整組織の形成
（EU委員会とEU経済社会評議会の機能強化）が必要であると考える。
5．EUの産業政策の最適化過程からみた実現度と問題点
EU展開における産業政策の最適化過程の目標は，この報告のはじめ
において説明したように社会・政治・経済統合のもとでのソーシャルヨ
ーロッパの達成，そしてEU市民の実現に求められた。そしてその達成
のための社会・政治・経済学的基礎を，筆者はW．オイケンとそのグル
ープによって構想され，実践された社会的市場経済とJ。モネーを中心
とする指示的経済計画に求めた。EC統合がただ単に市場統合を中心と
した経済統合に限るのであれば，通貨統合を別にすれば，経済価値論
（消費価値の極大化と産出の効率化）にもとつく統合の経済システムづ
くりの実践は，目的も手段も割合と明確であるので，それほど困難なく
行なわれることであろう。しかし，それに社会面，政治面のシステム化
を加えて統合することになると，市場経済システムの統合の問題だけで
なく，非市場経済システムの面も合わせて考慮しなければならなくなる。
地域問題，環境問題，エネルギー問題，農業問題，労働問題，社会保障
問題，人権問題等のシステム化がそれである。この三市場経済システム
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を構成する諸要素は，短期的な視点で，そして自動調節的な市場調整で
なく，長期的な視点での（あるいは未来志向的実践行動での）計画的調
整が必要とされる。第2次大戦後のヨーロッパは，戦争の被害による経
済復興とともに第2次大戦前の世界的大不況による経済システムの構造
の回復の問題もあわせてかかえていた。はじめに、でもふれたように米
国では，ニューディール政策の延長線上に位置付けられるケインズ政策
を中心としたニューエコノミックスによる政策を実行し，英国は福祉国
家政策，西ドイツは社会的市場経済政策，フランスは指示的経済計画を
採用していた。1950年代，1960年代はこの種の経済政策は，比較的順調
に運営されていた。この中で社会的市場経済政策と指示的経済計画は，
かなり良好なパーフォマンスを示した。しかし，1970年前になって，第
二の世界的不況（スタグフレーション），国際通貨問題により，資本主
義諸国は新しい対応に迫られることになった。さきに説明したように，
EC政策は，1970年中オランダ・ハーグの首脳会議でEC拡大と深化の
基本方針を確認したが，この場合深化の方向の一番目が農業政策の策定
と経済・通貨統合へのステップであり，’二番目が1972年のパリ首脳会議
における地域政策，環境政策，エネルギー政策の検討と実行である。三
番目は，ESPRIT（欧州情報技術研究開発戦略計画）とEURECA（欧
州先端技術開発）という高度科学技術社会へ対応する政策の実施である。
　次に拡大についていえば，1972年における欧州自由貿易連合との間の
自由貿易協定の締結であり，「1973年におけるかねて加盟申請中であった
イギリス，アイルランド，デンマーク，ギリシャ，スペイン，ポルトガ
ルのEC加盟承認であった。このように資本主義経済の成熟に伴う構造
的変化への対応の論理の形成（EU委員会）とその実践（EU閣僚理事
会，EU理事会）によって社会的市場経済と指示的経済計画の内容を時
代に適合させる努力を行なっていった。1981年にギリシャがECに加盟
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するに及んで，地域政策の展開は，より重要なものになったし，また経
済・通貨統合の問題は，経済格差是正の問題を含むようになり，一層慎
重にかつ包括的に検討することを迫られるようになった。これらのこと
を1985年において策定された，「域内市場白書」とECSC（欧州石炭・
鉄鋼共同体），EEC（欧州経済共同体）の3共同体の改正およびEC加
盟諸国間のEPC（欧州政治協力）等を条文化した単一欧州議定書は，
図4で示したEC統合の論理的連鎖の第1段階の市場統合を具体化した
うえで，第2段階の通貨統合そして第3段階の政治統合へと一歩踏み出
そうとする論理とその実践であるということができる。すなわち，W．
オイケン，J。モネ」，　R．シューマンのビジョンにむけての論理実践実
証主義的展開ということができよう。1992年12月にEC首脳会議で合意
されて，1993年11月に承認されたマーストリヒト条約は，まさに単一欧
州議定書に盛られた内容の論理的展開の当然の帰結であって，問題はこ
の内容をいかに実践に生かしていくかということである。
　さてわれわれの表現を使えば，不戦共同体の価値観にもとつく欧州連
合という社会・政治・経済秩序の社会づくりを目標として，（1）ローマ条
約（市場統合），（2）ブリュッセル条約（市場・経済・通貨・政治統合），
（3）マーストリヒト条約（市場・経済・通貨・政治・社会統合）の段階で，
紆余曲折を経て，ここまで進んできたのであるが，ここでこの未踏への
挑戦ともいえるEC統合，マーストリヒト条約の実践に対して，特に産
業政策の最適化過程に的を絞ってわれわれのこれまでの調査研究したこ
とをもとにして，問題点を指摘してみたい。
　上述したように，「不戦共同体」の価値論と「主権の共有」のビジョ
ンはW．オイケンの社会的市場経済にも，J．モネーの指示的経済計画に
も盛り込まれているのであるが，それが論理実践的システム展開がなさ
れていないということが観察される。その原因を図8，EUの制度的特
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　　　　　　　　決　定
　　　　　　　　　　図8　EUの制度的特徴
立法（EU閣僚理事会）、行政（EU委員会）、司法（EU裁判所）の三権分立システム
徴ηにもとづいていえば，行政機関としてのEU委員会の構成と機能と，
立法機関であるEU閣僚理事会の諮問機関としてのEU経済社会評議会
の構成と機能の不十分さに求められる。EU委員会には，マーストリヒ
ト条約実現のための社会・政治・経済の統合に関連した部局が有能な行
政マンが配置されたうえで網羅されているのであるが，この場合この有
能な行政マンがここでいう産業政策の最適化過程のように総合科学的検
討のもとで政策プランを練った上で，それをEU閣僚理事会に提出して
いるかどうか十分に吟味する必要がある。言葉をかえていえばEU委員
会が賢人委員会という高踏的で，そして官僚的な立場から政策プランを
作成していないかどうかということである。M．サッチャーのEC統合
批判は，実にこのEU委員会に対して官僚主導型の政策進行に向けられ
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ていると言っても過言ではない。EU閣僚理事会はこのEU委員会から
あがってきた政策プランをEU経済社会評議会に諮問するのであるが，
この評議会は，産業界代表，農民代表，消費者代表が中心となって構成
されているので8），狭い意味の産業政策プランの場合ならば良いのであ
るが，この報告書で考えているようなグローバルで包括的な現実での産
業政策の最適化過程でとらえる場合（EUの展開には，これが必要なの
であるが），上記したような構成メンバーからなる評議会では，EU委
員会が作成して来た政策提案を十分目評価して，EU閣僚理事会に意見
を具申する能力があるということについては，筆者は疑問を感ぜざるを
得ない。人類史的統合の夢を賭けたと考えられるEUという未踏への挑
戦においては，EU委員会とEU経済社会評議会は協力して社会的市場
経済や指示的経済計画を発展させて，通貨統合や地域・環境問題・エネ
ルギー問題，労働・社会保障問題を解きほぐすための論理と実践を統合
した新しいシステム開発が必要だと考える。EUの産業政策はこのよう
な新しいシステム開発と手段によってこそはじめて有効となると考える。
非常に困難な道なき道の模索であることは確かであるが。
　EU統合においては，いずれはEU議会が現在の諮問機関を脱皮して，
立法機関として位置づけられることが予測されているのであるから，現
在のEU経済社会評議会をEU委員会と協力し合えるような組織替えを
行なうならば，EUにおける三権分立システムを有効に活用する土台が
出来上がることになる。このことはソーシャルヨーロッパ，EU市民の
誕生の基礎作業であるといえよう。このようなソーシャルヨーロッパ，
EU市民の誕生による信頼環境の形成のもとで，政治統合したがって，
通貨統合が効果的に実現され，ることになると考える。以上で説明した作
業努力によって，社会的市場経済と指示的経済計画の新展開が可能にな
り，これまでの資本主義と社会主義の欠点を克服した，新しい社会・政
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治・経済体制の形成（ネオキャピタリズム）9），したがって，ここでい
うEUの産業政策の最適化過程へ向けての実践が可能になると考える。
次にむすびにかえて，このための道筋を示すことにする。
6．むすびにかえて：ネオキャピタリズム
　　（新生資本主義）への途
　筆者はこの小論（1）の図1．1992．4。17、ケンブリッジ大にてタリフ・
プラッテン専任講師との対話資料（国際産業政策と日本の役割）と図2．
共存の経済システムの構築とグローバル戦略の展開という調査研究をオ
ックスフォード大とケンブリッジ大を拠点として，EU（当時EC）の
進展過程の観察を中心として行なうという目的をもってヨーロッパに赴
いたのであるが，それから早くも4年が経過した。筆者はこの間，早稲
田ヨーロッパ・センター（ボン）に5回訪れ，EU諸国の多くの学界，
産業界，行政そして地域住民の方々と対話し，実地を観察し，取材する
ことができた。EUもこの間にあって著しいほどの進展をみた。この結
果，筆者の初期の調査目標の設定が概ね的を得ていることが明確になっ
て来た。我々はこのことを早稲田大耳ヨーロッパ・センター（ボン）研
究プロジェクト年鑑と著書1。｝で発表した。そして1995年9月には，我々
の調査研究の要約を，小論1．でふれたマンハイム大学教授，E．アイ
ヒホルン（1994）に我々のEUの調査研究の方向を発表し，討論したこ
とによっても確認された。
　筆者は，アイヒホルンにまず筆者の産業政策の最適化過程の構想は，
激動の経済変革に対処するため，日本の大分の地で実践されていたマル
チチャンネル・メディカル・システム（技術集積型健康開発システ
ム）U｝の参加的観察から得られたものであること，そしてここでは，人
が健やかに生き，さわやかな死に至ることを日常生活の基本とし（健康
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価値論），またそれが可能な社会を目指して経済学と医療の最前線から
共同で考えたものであることを説明した。そしてそのあとで，図9で示
してある新しい福祉体系のフレームワークと，それを形成する基軸用語
の説明を行なった。ここでは，新しい福祉体系は，健やかに生きる条件
確保の内容で考えており，これは上述のマルチチャンネル・メディカ
ル・システムの実践を基盤として達成される。マルチチャンネル・メデ
ィカル・システムの実践は，上述した健やかに生きて，さわやかな死に
至る生活行動（健康価値論の実践）を基本とし，地域主権的中央制御の
〔マンハイム大学P．アイヒホルン教授とのディスカッション・メモ〕1995．9．18
　　　　　　　基本的フレームワークと基軸用語
　　　　　　　　　　新しい福祉体系
　　　　　　　　　　　　倉
　　　　　　　　　ヘルスエコノミックス
　　　　　　　　　　　　■
　　　　　　　　　　ネオキャピタリズム
　　　　　　　　　　　　o
　　　　　　　　　マルチチャンネル・
　　　　　　　　　メディカル・システム
　　　　　　　　　　（讐幽きる）
　エコダイナミック・
インダストリアル・システム
　　（市場機構）
ぐ・鱒・髄醒・。…　。・。・・・…　騨レ・ 社会拠出機構
（非市場機構）
インビジブル・ハンド・システムぐ…………’…・・…レ新しい社会保障システム
地域主権的中央制御
のグローバル・システム
・燗生鰍｛画学囎・
健康価値論の実践
図9　新しい福祉体系の構想
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グローバルシスデムの連係のもとで、エコダイナミックス・インダスト
リアル・システム（市場機構）と社会拠出機構（非市場機構）の融合を
根底として実現される。この融合は健康価値論の実践による共生の価値
観の形成によって可能となる。このことは人間生態学と経済学の融合を
基盤とした現代経済学の新展開を可能にする。このような内容の経済学
を我々はヘルスエコノミックスと呼び，そこにおける社会・政治・経済
システム形成の考え方と実践をネオキャピタリズムと呼んでいるという
ことを説明した。P．アイヒホルンは、我々の健康価値論の実践にもと
つく共生の価値観や地域主権的中央制御のグローバルシステムの構想，
そして，エコダイナミック・インダストリアル・システムと新しい社会
保障システムとしての社会拠出機構の融合の考えを非常に良く理解する
と同時に，小論（1）で説明したアイヒホルンの主張との共通性についても
ふれた。この後に，アイヒホルンは次の3つのことを質問して来た。（1）
この新しい福祉体系の制度的実現の可能性について，（2）ドイツの社会的
市場経済の将来について，（3＞地域主権的中央制御のグローバルシステム
との関連におけるアメリカの現状がそれである。筆者はこの3点を次回
の討論の宿題として別れたが，このうち②ドイツの社会的市場経済の将
来について，このむすびにかえての中で説明し，この小論（2）をしめくく
ることにする。
　筆者は，この小論（2）5節でEUの産業政策の最適化過程の問題点を次
の3点に絞って指摘した。
　　（1）チェッキー二・リポート（市場統合のミクロ・マクロ経済成果）
　　　とドロール委員会リポート（EMUの効用効果）の融合。
　　（2）非市場経済活動（地域・環境・エネルギー・社会保障）と市場経
　　　済活動との融合。
　　（3＞非市場経済活動のシステム化における新しい調整組織の形成
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　　　（EUの経済社会評議会の機能強化）
　これらの問題点を，我々の新しい福祉体系で説明するとこうである。
　（1）の経済統合と通貨統合の問題は，健康価値論の実践による共生の価
値観の形成が通貨統合に必要不可欠な信頼環境基盤づくりに貢献するこ
とになるし，（2）の非市場経済活動と市場経済活動の融合の問題は，健康
価値論の実践を基盤とする社会拠出機構とエコダイナミック・インダス
トリアル・システムの形成によって可能となる11）。そして（3）のEUの経
済社会評議会の機能強化は，図9の地域主権的中央制御のグローバルシ
ステムの調整機構としての役割を果たしている，マルチチャンネル・メ
ディカル・システムにおける地域保健委員会の機能の活用によって可能
になると考える12）。
　EUの産業政策の最適化過程の目標をソーシャルヨーロッパ，　EU市
民の誕生によってとらえるとすれば，EUの展開の社会・政治・経済シ
ステムの基軸である社会的市場経済と指示的経済計画は人間生態学と経
済学の統合を共通の要素として，我々のネオキャピタリズム観にもとつ
くヘルスエコノミックスとジョイントすることが必要ではないだろうか。
これが筆者の，C．プラッテンとP．アイヒホルンへの次なるメッセージ
である。このことの討論過程については，また稿を改めて紹介したい。
注
1）一覧表の作成には，Dian，　D．（1994），電通総研（1993），　Pinder，　J．
　　（1991），勝悦子（1994），Unwin，　W．　P．（1991）を参考にした。
2）　これについていえば，第2次大戦後の日本経済復興のために石炭，鉄鋼産
　　業の基幹産業に重点的に投資した「傾斜生産方式」政策は著名である。ま
　　た第2次世界大戦後の韓国経済における第1次5ヶ年計画においても，基
　　幹産業重視の施策が採用され，またフランスの指示的計画の第1次計画に
　　おいても同様の施策がとられている。
3）CAPはthe　Common　Agriculture　Policyの略であり，（1）市場の統一，（2）
　　域内優先，（3）財政の連帯責任の三つを原則としている。
4）　地域政策，環境政策，エネルギー政策は狭義の産業政策では与件とされる
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5）
6）
7）
8）
9）
10）
11）
12）
が，この小論における産業政策の最適化過程では，産業政策の目標がEU
統合の第3段階のソーシャルヨーロッパの実現に置かれているので，上述
の諸政策は，産業政策の展開において重要な変数として取り入れられるこ
とになる。
チェッキー二・レポートについては，Ceechini，　P．（1992），田中素香訳
『EC市場統合・1992年』東洋経済新報社を参照のこと。
1998年，ドロールEC委員長を座長とする17名によって構成された専門家
委員会が，1989年のバーゼル会議でEMU（経済通貨同盟）を三段階で実
現する内容の最終報告（ECの経済通貨同盟に関する報告書）を提出した。
EU連合をひとつの統合組織とみて，そこにおける民主主義的制度機能の
特徴としての三権分立をみてみると，立法（EU閣僚理事会），行政（EU
委員会），司法（EU裁判所）の仕組みとなっており，欧州議会が諮問機関
として位置づけられるという変則型となっていることがわかる（図8参照）。
EU経済社会評議会は，立法機関としてのEU委員会の諮問機関であり，
産業界代表，農民代表，消費者代表など評議員189名によって構成されてい
る。
ネオキャピタリズムについては，この小論のむすびにかえてのネオキャピ
タリズムへの途と，田村貞雄・杉田肇（1995b）を参照のこと。
田村貞雄・杉田肇〈1995a＞がそれである。
これについては杉田肇（1975）および，田村貞雄・杉田肇（1995a）を参
照されたし㌔
地域保健委員会はマルチチャンネル・メディカル・システム（杉田肇
（1975＞）の重要な構成要素であり，下図のような構成と機能で要約的に示
される。
地域保険委員会
??????????????????
経済システム　　噌一ゆ新しい福祉システム
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